
　　　　※（　）内の数字は対前年度比
　　　　※表中の数値については、四捨五入により差引・合計が一致しない場合がある

１．普通会計決算

　(1) 総括

　歳入については、地方債、地方税、地方交付税の増等により全体として増加し、

総額5,201億円で対前年度プラスとなった。

　歳出については、普通建設事業費、物件費、人件費の増等により全体として増加し、

総額5,096億円で対前年度プラスとなった。

（単位：百万円）

令和７年度 令和６年度 増減額 増減率

歳 入 総 額 　① 520,083 505,179 14,904 3.0%

歳 出 総 額 　② 509,609 493,970 15,638 3.2%

　(2) 今後の対応
○　県内市町村は、人件費の増加や物価高騰の影響を受ける中、公共施設の老朽化による

　更新投資の増加が見込まれるなど、依然として厳しい財政状況であり、引き続き以下の

　取組などを行い、改善を図っていく

・　将来負担を減らし健全な財政運営を行うため、地方債の繰上償還や新規地方債の発行

　抑制

・ 一般財源確保に向け、交付税算定の見直しなど国に対する働きかけ

○　県としては、市町村の自主性や主体性を尊重しつつ、適切な財政運営が行われるよう、

　引き続き情報提供・相談対応・助言を行っていく
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(3) 歳入の状況　（対前年度比＋14,904百万円　＋3.0％）

①　 ＋ 48億円（＋ 9.5%）…過疎対策事業債、緊急防災・減災事業債等の増

② ＋ 45億円（＋ 4.9%）…定額減税終了等に伴う個人住民税の増

③　 ＋ 39億円（＋ 2.5%）…普通交付税及び特別交付税の増

④ ▲ 29億円（▲83.9%）…定額減税減収補填特例交付金の減

　

○歳入決算内訳

地 方 債

地 方 税

地 方 交 付 税

地方特例交付金等

（単位：百万円、％）

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

94,544 18.2 90,089 17.8 4,455 4.9

5,095 1.0 5,005 1.0 90 1.8

21,598 4.2 20,192 4.0 1,406 7.0

64 0.0 67 0.0 ▲ 3 ▲ 4.9

18 0.0 18 0.0 0 0.1

550 0.1 3,428 0.7 ▲ 2,878 ▲ 83.9

159,908 30.7 155,981 30.9 3,927 2.5

78,877 15.2 77,170 15.3 1,707 2.2

40,117 7.7 36,872 7.3 3,245 8.8

10,909 2.1 12,054 2.4 ▲ 1,146 ▲ 9.5

7,558 1.5 7,562 1.5 ▲ 4 ▲ 0.1

1,659 0.3 1,273 0.3 386 30.3

19,836 3.8 20,567 4.1 ▲ 730 ▲ 3.6

11,058 2.1 12,114 2.4 ▲ 1,055 ▲ 8.7

12,646 2.4 11,958 2.4 688 5.8

55,645 10.7 50,829 10.1 4,817 9.5

うち臨時財政対策債 － － 1,004 0.2 ▲ 1,004 皆減

520,083 100.0 505,179 100.0 14,904 3.0

281,777 54.2 275,784 54.6 5,993 2.2

158,210 30.4 155,616 30.8 2,594 1.7

　　　　　　　地方特例交付金等、地方交付税、臨時財政対策債、猶予特例債、減収補てん債特例分

※各種交付金＝利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、

　　　　　　　自動車取得税交付金、環境性能割交付金、法人事業税交付金

　　自主財源＝地方税、分担金・負担金・寄附金、使用料・手数料、財産収入、繰入金、繰越金、諸収入

令和７年度 令和６年度 比較

財産収入

繰入金

繰越金

諸収入

地方債

合　　計

一般財源総額

自主財源総額

注：一般財源＝地方税、地方譲与税、各種交付金、交通安全対策特別交付金、国有提供施設等所在市町村交付金、

使用料・手数料

区　　分

地方税

地方譲与税

各種交付金

交通安全対策特別交付金
国有提供施設等所在市町
村助成交付金

地方特例交付金等

地方交付税

国庫支出金

県支出金

分担金・負担金・寄附金



(4) 歳出の状況　　（対前年度比＋15,638百万円　＋3.2％）

①　普通建設事業費　＋ 80億円（＋12.0%）…大型事業の進捗等による増

②　物　　件　　費　＋ 44億円（＋ 6.5%）…物価高騰や自治体情報システムの標準化に係る経費の増

③　人　　件　　費　＋ 24億円（＋ 3.3%）…人事院勧告に基づく給与改定等による増

○性質別歳出決算内訳

○目的別歳出決算内訳
（単位：百万円、％）

（単位：百万円、％）

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

225,469 44.2 222,529 45.0 2,940 1.3

（うち人件費） 74,364 14.6 71,980 14.6 2,383 3.3

（うち扶助費） 94,129 18.5 93,477 18.9 652 0.7

（うち公債費） 56,977 11.2 57,072 11.6 ▲ 95 ▲ 0.2

71,857 14.1 67,462 13.7 4,395 6.5

5,258 1.0 5,497 1.1 ▲ 238 ▲ 4.3

71,762 14.1 71,307 14.4 455 0.6

15,353 3.0 17,026 3.4 ▲ 1,673 ▲ 9.8

2,464 0.5 2,767 0.6 ▲ 303 ▲ 10.9

4,213 0.8 2,341 0.5 1,872 80.0

33,418 6.6 32,666 6.6 752 2.3

74,747 14.7 66,738 13.5 8,010 12.0

（うち補助事業） 34,149 6.7 31,046 6.3 3,103 10.0

（うち単独事業） 38,529 7.6 33,679 6.8 4,850 14.4

5,067 1.0 5,638 1.1 ▲ 571 ▲ 10.1

509,609 100.0 493,970 100.0 15,638 3.2

注：「（うち補助事業）」には受託事業費のうち補助事業費を含む。

　　「（うち単独事業）」には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうち単独事業費を含む。

令和７年度 令和６年度 比較

普通建設事業費

災害復旧費

合　　計

維持補修費

補助費等

積立金

投資・出資金

貸付金

繰出金

区　　分

義務的経費

物件費

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

2,718 0.5 2,675 0.5 43 1.6

84,850 16.7 70,874 14.3 13,976 19.7

154,218 30.3 144,508 29.3 9,710 6.7

44,650 8.8 44,140 8.9 510 1.2

702 0.1 902 0.2 ▲ 200 ▲ 22.1

24,189 4.7 25,963 5.3 ▲ 1,774 ▲ 6.8

14,958 2.9 13,688 2.8 1,270 9.3

46,905 9.2 41,506 8.4 5,399 13.0

16,987 3.3 16,173 3.3 813 5.0

56,845 11.2 52,706 10.7 4,139 7.9

5,071 1.0 8,063 1.6 ▲ 2,991 ▲ 37.1

56,977 11.2 59,665 12.1 ▲ 2,688 ▲ 4.5

538 0.1 478 0.1 60 12.6

509,609 100.0 493,970 100.0 15,638 3.2

令和７年度 令和６年度 比較

消防費

教育費

災害復旧費

公債費

諸支出金

合　　計

民生費

衛生費

労働費

農林水産業費

商工費

土木費

区　　分

議会費

総務費



(5) 市町村別の決算規模

１．歳　入 （単位：百万円、％）

市町村 令和７年度 令和６年度 増減額 増減率

松江市 123,840 115,809 8,031 6.9

浜田市 43,567 41,948 1,618 3.9

出雲市 98,964 97,793 1,172 1.2

益田市 29,386 29,556 ▲ 170 ▲ 0.6
大田市 26,417 26,412 5 0.0

安来市 29,570 29,525 45 0.2

江津市 19,295 18,765 530 2.8
雲南市 35,340 32,438 2,901 8.9

奥出雲町 18,564 16,796 1,768 10.5
飯南町 8,101 8,428 ▲ 327 ▲ 3.9

川本町 5,800 5,161 639 12.4

美郷町 7,346 8,230 ▲ 884 ▲ 10.7
邑南町 15,016 17,209 ▲ 2,193 ▲ 12.7

津和野町 11,316 10,019 1,297 12.9

吉賀町 8,318 7,631 687 9.0

海士町 9,453 9,687 ▲ 234 ▲ 2.4

西ノ島町 6,805 6,659 147 2.2
知夫村 2,596 2,284 312 13.7

隠岐の島町 20,390 20,829 ▲ 439 ▲ 2.1

合　　計 520,083 505,179 14,904 3.0

２．歳　出 （単位：百万円、％）

市町村 令和７年度 令和６年度 増減額 増減率

松江市 121,330 113,195 8,135 7.2

浜田市 42,447 40,954 1,494 3.6

出雲市 97,308 95,458 1,851 1.9

益田市 28,564 28,919 ▲ 355 ▲ 1.2
大田市 26,105 25,900 204 0.8

安来市 28,883 29,089 ▲ 206 ▲ 0.7

江津市 18,481 17,984 497 2.8

雲南市 34,749 31,657 3,092 9.8

奥出雲町 18,143 16,355 1,788 10.9
飯南町 7,979 8,321 ▲ 343 ▲ 4.1

川本町 5,677 5,071 607 12.0

美郷町 7,228 8,123 ▲ 894 ▲ 11.0

邑南町 14,671 16,721 ▲ 2,050 ▲ 12.3

津和野町 11,184 9,920 1,264 12.7
吉賀町 8,183 7,475 709 9.5

海士町 9,298 9,561 ▲ 263 ▲ 2.8

西ノ島町 6,738 6,572 166 2.5

知夫村 2,499 2,198 301 13.7

隠岐の島町 20,140 20,498 ▲ 358 ▲ 1.7

合　　計 509,609 493,970 15,638 3.2



(6) 財政構造

①　経常収支比率　     92.1%（＋0.2ﾎﾟｲﾝﾄ）…人件費、物件費等の増

②　地方債現在高比率　202.6%（▲3.2ﾎﾟｲﾝﾄ）…標準財政規模の増

③　積立金現在高比率　 40.4%（▲2.1ﾎﾟｲﾝﾄ）…特定目的基金等の減、標準財政規模の増

（単位：％）

R7 R6 R7-R6 R7 R6 R7-R6 R7 R6 R7-R6

松江市 94.7 93.7 1.0 173.5 174.2 ▲ 0.7 20.2 26.6 ▲ 6.4

浜田市 91.5 92.5 ▲ 1.0 184.6 187.6 ▲ 3.0 76.4 78.3 ▲ 1.9

出雲市 88.1 86.0 2.1 191.7 201.1 ▲ 9.4 24.0 23.2 0.8

益田市 92.7 93.8 ▲ 1.1 167.1 178.3 ▲ 11.2 40.2 40.0 0.2

大田市 91.6 94.9 ▲ 3.3 205.5 217.2 ▲ 11.7 40.4 38.3 2.1

安来市 91.1 93.2 ▲ 2.1 170.8 179.9 ▲ 9.1 30.1 33.4 ▲ 3.3

江津市 99.0 93.9 5.1 179.9 184.6 ▲ 4.7 73.4 73.1 0.3

雲南市 95.6 97.6 ▲ 2.0 199.8 200.1 ▲ 0.3 49.6 48.3 1.3

奥出雲町 86.8 90.6 ▲ 3.8 253.8 238.4 15.4 45.0 42.5 2.5

飯南町 96.2 97.1 ▲ 0.9 193.4 207.3 ▲ 13.9 74.4 78.4 ▲ 4.0

川本町 93.3 93.6 ▲ 0.3 218.8 210.7 8.1 84.4 90.3 ▲ 5.9

美郷町 88.3 90.8 ▲ 2.5 254.8 267.1 ▲ 12.3 96.3 102.8 ▲ 6.5

邑南町 96.6 93.5 3.1 259.7 255.3 4.4 78.6 80.3 ▲ 1.7

津和野町 92.3 91.5 0.8 294.6 297.3 ▲ 2.7 45.4 53.8 ▲ 8.4

吉賀町 93.4 93.9 ▲ 0.5 192.7 197.6 ▲ 4.9 50.2 56.9 ▲ 6.7

海士町 82.1 82.5 ▲ 0.4 425.8 373.9 51.9 48.6 43.8 4.8

西ノ島町 94.9 94.8 0.1 284.4 289.2 ▲ 4.8 58.1 59.2 ▲ 1.1

知夫村 95.2 97.0 ▲ 1.8 272.1 256.9 15.2 46.1 45.0 1.1

隠岐の島町 88.0 87.4 0.6 349.7 338.7 11.0 30.3 37.2 ▲ 6.9

平均 92.1 91.9 0.2 202.6 205.8 ▲ 3.2 40.4 42.5 ▲ 2.1

注：増減数値はパーセントではなくポイントを示す。

市町村名
経常収支比率 地方債現在高比率 積立金現在高比率



(7) 地方債現在高・積立金現在高・繰上償還額の状況

（単位：百万円）

令和７年度 令和６年度 増減額 令和７年度 令和６年度 増減額 令和７年度 令和６年度 増減額

松江市 99,086 98,336 750 11,547 15,034 ▲ 3,487 0 0 0

浜田市 38,628 39,138 ▲ 510 15,987 16,329 ▲ 342 764 841 ▲ 77

出雲市 92,929 95,405 ▲ 2,476 11,638 11,004 634 0 0 0

益田市 26,099 27,442 ▲ 1,343 6,281 6,157 124 0 374 ▲ 374

大田市 28,532 29,241 ▲ 709 5,604 5,163 441 0 0 0

安来市 26,082 26,615 ▲ 533 4,588 4,949 ▲ 361 0 0 0

江津市 16,630 16,641 ▲ 10 6,788 6,595 193 0 0 0

雲南市 35,044 34,315 730 8,694 8,284 411 0 500 ▲ 500

奥出雲町 18,918 17,552 1,366 3,352 3,132 220 301 178 123

飯南町 8,881 9,389 ▲ 507 3,414 3,552 ▲ 138 231 266 ▲ 35

川本町 5,938 5,459 479 2,291 2,341 ▲ 50 0 0 0

美郷町 10,351 10,548 ▲ 197 3,910 4,061 ▲ 151 40 121 ▲ 81

邑南町 18,625 17,947 678 5,635 5,646 ▲ 11 0 2 ▲ 2

津和野町 15,598 15,314 284 2,404 2,772 ▲ 368 217 252 ▲ 35

吉賀町 8,477 8,469 8 2,209 2,440 ▲ 231 0 0 0

海士町 12,949 11,620 1,330 1,478 1,360 118 0 210 ▲ 210

西ノ島町 9,573 9,539 34 1,957 1,951 6 69 66 4

知夫村 2,918 2,731 187 495 478 17 0 0 0

隠岐の島町 32,226 30,562 1,664 2,793 3,352 ▲ 559 0 0 0

合計 507,487 506,264 1,223 101,065 104,601 ▲ 3,535 1,623 2,809 ▲ 1,186

　

市町村名

地方債現在高 積立金現在高 繰上償還額（任意に行ったもの）



《財政用語の説明》 

 
■地方譲与税 

国税として徴収し、そのまま地方公共団体に対して譲与する税をいう。 
 
■地方特例交付金 

恒久的な減税に伴う地方税の減収額の一部を補てんするため、地方税の代替的性格を有する財

源として、将来の税制の抜本的な見直し等が行われるまでの間交付される交付金をいう。 
 
■地方交付税 

国税のうち所得税、法人税、酒税、消費税の一定割合の額と地方法人税の全額で、地方公共団

体が等しくその行うべき事務を遂行することができるよう、一定の基準により国が交付する税を

いう。 
 
■扶助費 

地方公共団体が各種の法令に基づき被扶助者に対して支給する費用、及び地方公共団体が単独

で行っている各種扶助の支出額をいう。 
 
■公債費 

地方公共団体が借り入れた地方債の元利償還金及び一時借入金利子の合計額をいう。 
 
■物件費 

人件費、維持補修費、扶助費、補助費等以外の地方公共団体が支出する消費的性格の経費の総

称で、賃金、旅費、交際費、需用費、役務費、備品購入費、報償費、委託料、使用料及び賃借料、

原材料費等が含まれる。 
 
■繰出金 

一般会計と特別会計又は特別会計相互間において支出される経費をいう。 
 
■経常収支比率 

地方公共団体の財政構造の弾力性を測定する比率で、人件費、扶助費、公債費等の義務的性格

の経常経費に、地方税、普通交付税、地方譲与税を中心とする経常的な収入たる一般財源がどの

程度充当されているかの割合をいう。 
 
■地方債現在高比率 

地方債現在高を標準財政規模で除して得た指数で、地方公共団体の将来の公債費負担、あるい

は地方債発行可能額を把握する際の指標として使われる。 
 
■積立金現在高比率 

積立金現在高を標準財政規模で除して得た指数で、地方公共団体の財政の安定性を判断する際

の指標の一つとして使われる。 
 
■標準財政規模 

地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもので、

標準税収入額等に普通交付税（及び臨時財政対策債発行可能額）を加算した額をいう。 


